
 

 

民間まちづくり活動促進事業制度要綱 

 

平成 24 年４月５日 国 都 ま ち 第135 号 

 国 都 計 第149 号 

国 都 市 第336 号 

国 都 公 景 第 31 号 

国土交通省 都市局長通知 

 

最終改正 平成 30年３月 30日 国 都 ま ち 第107 号 

 

第１条 目的 

この要綱は、市民・企業・ＮＰＯなどの知恵・人的資源等を引き出す先導的な都市施設の整備・

管理の普及を図るため、民間まちづくり活動における先進団体が実施するこれから民間まちづくり

活動に取り組もうとする者に対する普及啓発事業や、民間の担い手が主体となったまちづくり計

画・協定に基づく施設整備等を含む社会実験・実証事業等に対して助成し、もって、「新しい公共」

の考え方による快適な都市空間の形成・維持、国際競争力の向上、住民等の地域への愛着や地域活

力の向上、整備や管理に係るコストの縮減を通じた持続可能なまちづくりの実現と定着を図ること

を目的とする。 

 

第２条 定義 

  この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 民間まちづくり活動促進事業 

この要綱で定めるところに従って行われる、次に掲げる事業に対し補助する事業をいう。 

イ 普及啓発事業 

民間まちづくり活動における先進団体が持つ継続的なまちづくり活動のノウハウなどを他

団体に普及啓発するために行う事業で、次のⅰ)又はⅱ)に掲げるものをいう。 

ⅰ) 都市の課題解決をテーマとし、多様なまちづくり関係者を巻き込んだワークショップを

開催するなど、まちづくりの現場における現実の課題解決に向けた継続性のある活動を実

践する人材の育成を図る仕組みの構築・運営 

ⅱ) ⅰ)と連携しつつ、優れたまちづくり活動の普及啓発 

ロ 社会実験・実証事業等 

第 5条第 3項又は第 5項により国土交通大臣の同意を得た民間まちづくり計画に基づく、民

間の担い手が主体となった都市施設の整備・管理の本格実施に先立ち必要な社会実験、実証事

業又は意識啓発等のソフト活動等をいう。 

 二 都市再生推進法人 

都市再生特別措置法（平成 14 年法律第 22 号）第 118 条により市町村長が指定した特定非営

利活動法人、一般社団法人若しくは一般財団法人又はまちづくりの推進を図る活動を行うこと

を目的とする会社をいう。 

三 協議会 

普及啓発事業に係る協議会（以下「普及啓発事業協議会」という。）及び社会実験・実証事業等



 

 

に係る協議会（以下「社会実験・実証事業等協議会」という。）とは、次に掲げる協議会をいう。 

イ 景観法（平成 16 年法律第 110 号）第 15条に定める景観協議会 

ロ 都市再生特別措置法（平成 14年法律第 22 号）第 117 条に定める市町村都市再生協議会 

四 補助事業者 

イ 普及啓発事業の実施に伴い必要となる経費について、国から補助を受ける都市再生推進法人、

普及啓発事業協議会、地方公共団体、大学又は民間事業者等（これらを構成員とするＪＶも含

む。）をいう。 

ロ 社会実験・実証事業等の実施に伴い必要となる経費について、国から補助を受ける都市再生

推進法人、社会実験・実証事業等協議会又は民間事業者等に対して補助を行う地方公共団体を

いう。 

ハ 地方再生コンパクトシティのモデル都市において、都市再生特別措置法（平成 14年法律第 22

号）第 46条第 1項に定める都市再生整備計画に位置づけられた官民連携事業である社会実験・

実証事業等の実施に伴い必要となる経費について、国から補助を受ける民間事業者等（ただし、

地方公共団体の出資等が過半を占めない団体に限る。第６条第３号において同じ。）をいう。 

 五 施行者 

イ 普及啓発事業を実施する都市再生推進法人、普及啓発事業協議会、地方公共団体、大学又は

民間事業者等（これらを構成員とするＪＶも含む。）をいう。 

ロ 社会実験・実証事業等を実施する都市再生推進法人、社会実験・実証事業等協議会又は民間

事業者等をいう。 

 

第３条 社会実験・実証事業等の対象地区要件 

社会実験・実証事業等は、次に掲げる要件にいずれも該当する地区において行うものとする。 

一 次に掲げるいずれかの区域内に存する地区であること 

イ 都市再生特別措置法第２条第３項の規定に基づく都市再生緊急整備地域の区域 

ロ 地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（平成 20年法律第 40号）第５条第

８項の規定に基づく認定を受けた歴史的風致維持向上計画の重点区域 

ハ 観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律（平成 20年法律第 39

号）第４条に規定する観光圏整備計画に定める滞在促進地区の区域であって同法第８条第３

項の規定に基づく認定を受けた観光圏整備実施計画にかかるもの 

ニ 都市再開発法（昭和 44 年法律第 38号）第２条の３第 1項第一号に規定する計画的な再開発

が必要な市街地又は同条第１項第二号及び第２項に規定する特に一体的かつ総合的に市街地の

再開発を促進すべき相当規模の地区 

ホ 景観法第 8条の規定に基づく景観計画の区域又は同法第 61条の規定に基づく景観地区 

へ コミュニティの再生、防犯、緑化等、地区環境の維持・改善にかかる取組が必要な区域のう

ち、都市計画法（昭和 43年法律第 100 号）第 12条の５に規定する地区計画の区域として位置

づけられた区域又は位置づけられることが確実な区域 

ト 都市再生特別措置法第 81 条第 1 項に規定する立地適正化計画（都市機能誘導区域及び居住

誘導区域を定めた立地適正化計画に限る。以下「立地適正化計画」という。）に定める同条第２

項第３号に規定する都市機能誘導区域（平成28年度末までに事業を開始する場合にあっては、

平成 28 年度中に都市機能誘導区域を、平成 30 年度中に同項第２号に規定する居住誘導区域を



 

 

立地適正化計画に記載することを前提に事業の実施が可能なものとする。また、平成 29 年度

又は 30 年度中に事業を開始する場合にあっては、都市機能誘導区域を定めたうえで平成 30 年

度末までに居住誘導区域を立地適正化計画に記載することを前提に事業の実施が可能なもの

とする。） 

チ 地方再生コンパクトシティのモデル都市に係る都市再生特別措置法第 46 条第 1 項に規定す

る都市再生整備計画の区域（補助事業者が第２条第４号ハに掲げる者である場合に限る。） 

二 次に掲げるいずれかの区域内に存する地区であること 

 イ 現にある良好な都市機能及び都市環境を保全する必要があると認められる土地の区域 

 ロ 公共公益施設の整備等に関する事業が行われ、又は行われた土地の区域であって、新たに良

好な都市機能及び都市環境を創出する必要があると認められるもの 

 ハ 地域の土地利用の動向等からみて、都市機能及び都市環境が悪化するおそれがあると認めら

れる土地の区域 

 

第４条 民間まちづくり活動促進事業の選定基準 

  国土交通大臣は、次に掲げる選定基準を踏まえ、民間まちづくり活動促進事業とすることが適当

であると認めるものを、当該事業者の申請に基づき、選定するものとする。 

 一 事業者が、補助金にかかる事務処理を適切に行うことができる体制を有すること。 

 二 事業の取組テーマ、取組内容、手法等が先導的、先進的であること。 

 三 事業の実施にあたり、多様なまちづくりの担い手の連携が見込まれること。 

四 国際競争力の向上、地域活力の向上等の効果が見込まれること。 

五 事業の取組の持続性及び継続性が高いと期待されるものであること。 

 

第５条 民間まちづくり計画 

１ 社会実験・実証事業等を行おうとする都市再生推進法人、社会実験・実証事業等協議会又は民間

事業者等は、単独で、又は共同して、第３条で規定する地区の全部又は一部について、民間まちづ

くり計画を策定することができる。 

２ 民間まちづくり計画には、次の各号に掲げる事項を定めるものとする。ただし、社会実験・実証

事業等を実施しようとする場合には、第四号において社会実験・実証事業等の内容（社会実験・実

証事業等の名称、施行者、目的、事業内容と検証項目、概算事業規模、スケジュール、その他必要

な事項）について定めることとする。 

 一 民間まちづくり計画の地区、位置及び面積 

 二 地区設定の考え方 

 三 民間まちづくり活動の方針、目標 

 四 民間まちづくり活動の概要   

五 民間まちづくり活動において管理、活用、改善等を行う施設 

 六 推進体制 

 七 資金計画 

八 期間 

 九 その他必要な事項 

３ 都市再生推進法人又は社会実験・実証事業等協議会は、社会実験・実証事業等を実施しようと



 

 

する場合には、民間まちづくり計画を策定し、当該計画について国土交通大臣に協議し同意を得

るものとする。 

４ 民間事業者等は、社会実験・実証事業等を実施しようとする場合には、民間まちづくり計画を策

定し、当該計画について市町村と協議するものとする。 

５ 地方公共団体は、前項の規定による協議について異存がないと判断したときは、速やかに当該民

間まちづくり計画について国土交通大臣に協議し同意を得るものとする。 

６ 国土交通大臣は、第３項又は第５項の協議を受けた場合において、民間まちづくり計画が本事業

の目的に合致し、かつ、当該計画に基づいて実施する社会実験・実証事業等が実現可能性、先導性、

継続性及び普遍性を有していると認められる場合は、当該計画に同意するものとする。 

７ 前各項の規定は、民間まちづくり計画を変更（社会実験・実証事業等の内容の変更を含む。）しよ

うとする場合において準用する。ただし、社会実験・実証事業等の名称の変更等の軽微な変更をし

ようとする場合においては、国土交通大臣に届け出ることをもって足りるものとする。 

 

第６条 補助事業者に対する国の補助   

国は、予算の範囲内において、次のものに補助することができる。 

一 普及啓発事業に要する経費の全部を、補助事業者である都市再生推進法人、普及啓発事業協議

会、地方公共団体、大学又は民間事業者等（これらを構成員とするＪＶも含む。）に補助すること

ができる。 

二 国土交通大臣の同意を受けた民間まちづくり計画に基づく社会実験・実証事業等に要する経費

の一部を、補助事業者である都市再生推進法人又は社会実験・実証事業等協議会に対して補助す

ることができる。 

三 国土交通大臣の同意を受けた民間まちづくり計画に基づく社会実験・実証事業等に要する経費

の一部を、地方再生コンパクトシティのモデル都市に係る都市再生整備計画に位置づけられた補

助事業者である民間事業者等に対して補助することができる。 

 

第７条 地方公共団体の補助に対する国の補助 

国は、補助事業者である地方公共団体が、施行者である民間事業者等に対し、国土交通大臣の同

意を受けた民間まちづくり計画に基づく社会実験・実証事業等に要する経費を補助する場合には、

予算の範囲内において、当該補助に要する経費の一部を、当該地方公共団体に対して補助すること

ができる。 

 

第８条 実施結果の公表 

  補助事業者は、民間まちづくり活動促進事業の完了後その実施結果について公表するとともに、

国土交通大臣に対し報告するものとする。 

 

第９条 監督等 

国土交通大臣は、補助事業者に対し、この要綱の施行のために必要な限度において、補助事業の

適正な執行を確保するため、報告若しくは資料の提出を求め、又は必要な勧告、助言若しくは援助

を行うことができる。 

 



 

 

第 10条 運用 

民間まちづくり活動促進事業の運用については、この要綱に定めるところによるほか、別に定め

る民間まちづくり活動促進事業交付要綱及び都市局長の定めるところによる。 

 

附則 

第１条 施行期日 

この要綱は、平成 24 年４月５日から施行する。 

 

第２条 制度の見直し 

   この要綱の施行後５年を経過した場合において、本事業の施行状況、社会情勢の変化等を勘案し、

制度についての検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずる

ものとする。 

 

第３条 廃止 

   この要綱の施行に際し、都市環境改善支援事業制度要綱（平成21年４月１日国都まち第1-3号、

国都市第1-2号、国都景歴第1-2号）、都市環境改善支援事業交付要綱（平成21年４月１日国都まち

第1-4号、国都市第1-3号、国都景歴第1-3号）は廃止する。ただし、第４条の経過措置を受ける場

合にあっては、これらの要綱はなお効力を有する。 

 

第４条 都市環境改善支援事業に関する経過措置 

国土交通大臣は、都市環境改善支援事業制度要綱（平成21年４月１日国都まち第1-3号、国都市

第1-2号、国都景歴第1-2号）及び都市環境改善支援事業交付要綱（平成21年４月１日国都まち第1

-4号、国都市第1-3号、国都景歴第1-3号）に基づき既に着手している事業のうち、地方公共団体が

施行者となるものについて、平成24年度に限り予算の範囲内において地方公共団体に対し補助金

を交付する。 

２ 前項の場合における補助対象経費及び補助金の額は、都市環境改善支援事業交付要綱第４条及

び第５条に定めるところによる。 

３ 民間まちづくり活動促進事業交付要綱第５条から第 20 条までの規定は、第１項の補助事業を行

う場合において準用する。 

 

附則 

第１条 施行期日 

改正後の要綱は、平成 25年５月 15日から施行する。 

 

附則 

第１条 施行期日 

  改正後の要綱は、平成 26年４月１日から施行する。 

 

第２条 制度の見直し 

  改正後の要綱の施行後５年を経過した場合において、本事業の施行状況、社会情勢の変化等を勘



 

 

案し、制度についての検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を

講ずるものとする。 

 

附則 

第 1条 施行期日 

  改正後の要綱は、平成 26年８月１日から施行する。 

 

第 2条 社会実験・実証事業等に関する経過措置 

  認定を受けた中心市街地活性化基本計画又は認定されることが確実と見込まれる同計画におい

て定める中心市街地の区域で実施される事業については、平成 28 年度末までの間、支援できるこ

ととする。 

 

附則 

第 1条 施行期日 

  改正後の要綱は、平成 28年４月１日から施行する。 

 

附則 

第 1条 施行期日 

  改正後の要綱は、平成 29年４月１日から施行する。 

 

附則 

第 1条 施行期日 

改正後の要綱は、平成 30年４月１日から施行する。 

 


